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京都市外郭団体等指導及び調整等要綱 
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附則 

 

第１章  総則 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、外郭団体（京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例（以下「条

例」という。）第 2 条第 2 号に規定する外郭団体をいう。以下同じ。）及び第 2 条第 3 項に規定す

る関連団体（以下「外郭団体等」という。）に対する指導及び調整等並びに条例第 12 条第 1 項の

規定による外郭団体の経営の評価の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 「外郭団体」とは、条例第 2 条第 2 号及び条例施行規則第 2 条により、本市が出資金及び

基本金その他これに準じるものの４分の１以上を出資している法人のうち、地方独立行政法人法

第 2 条第 1 項に規定する本市が設立した地方独立行政法人を除くほか、本市が継続的な財政的、

人的援助を行っていないため、又は、他の地方公共団体等の関与の度合いが高いため、主体的に



 

指導等を行う必要がない法人を除いたものをいう。 

 

２ 外郭団体は、次の各号に規定する区分に分類する。 

(1) 第一種外郭団体 

 本市の資本金、基本金その他これらに準じるもの（以下「出資等」という。）の比率が 100 パ

ーセントである法人 

(2) 第二種外郭団体 

 本市の出資等の比率が 50 パーセント以上 100 パーセント未満である法人 

(3) 第三種外郭団体 

 本市の出資等の比率が 25 パーセント以上 50 パーセント未満である法人 

３ この要綱において「関連団体」とは、外郭団体及び地方独立行政法人以外の団体で、次の各号

のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 本市が出資等を行っている団体 

(2) 本市が公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第２条第１項に基づき、

本市職員を派遣している団体 

 ただし、他の地方公共団体等の関与の度合いが高いなど、本市が主体的に指導等を行う必要が 

ない法人（事業活動の範囲が全国に及ぶ団体、全国規模で設立されている団体、銀行等の金融機

関及び広域的に事業を行う電力会社又はガス会社等）を除く。 

 

第２章  指導及び調整等 

(関与の原則) 

第３条 外郭団体等に対する関与の原則は、次のとおりとする。 

(1) 基本原則 

経営の安定化を促進し、団体の自主性及び自立性の向上を図る。関与は必要最低限度のもの

とする。 

(2) 一般原則 

ア  個別性の原則 

各団体の自主性や独立性を損なわない範囲で、各団体の設立目的に沿った運営が効果的・

効率的になされるよう、本市の出資比率等の程度に応じた指導及び調整を行う。 

イ  補完性の原則  

団体にサービスの提供等を委ねる場合は、民間と同一の競争条件の下でサービス提供等の

効率性、有効性などを評価したうえで、その適否を決定する。 

ウ  事後的評価の原則 

経営評価を重視し、評価に基づいた必要な指導及び助言を行う。 

 

(指導及び調整等の事務分掌） 

第４条 外郭団体等を所管する局等の長(以下「外郭団体等所管局長」という。)は、所管する団体

に対し、前条に規定する関与の原則を踏まえ指導及び調整等を行う。 

２ 行財政局長は、外郭団体等所管局長による指導及び調整等に関する事務を統一的に行うため、

必要な調整を行う。 

３ 行財政局長は、前項の事務のうち、特に重要な事項については、第 12条第 1項に規定する調整

会議に付議するものとする。 

 

(外郭団体に対する指導及び調整等） 



 

第５条 外郭団体を所管する局等の長(以下「外郭団体所管局長」という。)は、第一種外郭団体及

び第二種外郭団体に対し、当該外郭団体の運営に係る諸事項に関し、法令及び条例に定めるもの

のほか、次に掲げる事項について、指導及び調整等を行うものとする。 

(1) 当該外郭団体と事前に協議することが必要な事項 

ア  合併又は解散 

イ  定款の変更 

ウ  組織の新設又は変更 

エ  役員の人事及び給与に関する規程の制定又は改廃 

オ  役員の選任又は解任 

カ  基本財産の増減 

キ  重要財産の取得又は処分 

ク  予算及び事業計画の作成又は変更 

ケ  決算報告及び事業報告 

コ  他の団体への出資等 

サ  その他団体の運営に関する特に重要な事項 

(2) 当該外郭団体から報告を受けることが必要な事項 

ア  事故報告 

イ  主要事業の執行状況 

ウ  その他団体の運営に関する重要な事項 

２ 外郭団体所管局長は、第三種外郭団体に対し、当該外郭団体の運営に係る諸事項に関し、法令

及び条例に定めるもののほか、次に掲げる事項について、指導及び調整等を行うものとする。 

(1) 当該外郭団体と事前に協議が必要な事項 

ア 合併又は解散 

イ 定款の変更（軽微なものを除く。） 

ウ 代表者の選任又は解任 

エ その他団体の運営に関する特に重要な事項 

(2) 当該外郭団体から報告が必要な事項 

ア 組織の新設又は変更 

イ 役員の人事及び給与に関する規程の制定又は改廃 

ウ 代表者以外の役員の選任又は解任 

エ 基本財産の増減 

オ 重要財産の取得又は処分 

カ 予算及び事業計画の作成又は変更 

キ 決算報告及び事業報告 

ク 事故報告 

ケ 他の団体への出資等 

コ その他団体の運営に関する重要な事項 

３ 外郭団体所管局長は、株式会社である外郭団体に対し、株主総会の議決権行使の対象とならな

い事項について、必要に応じて、株主としての立場から関与するものとする。 

４ 外郭団体所管局長は、外郭団体に対し、業務、出納について、必要に応じて、調査を行い、又

は報告を求めるものとする。 

 

(厳しい経営状況にある外郭団体に対する指導等） 

第６条 外郭団体所管局長は、第 12 条第 1項に規定する調整会議において厳しい経営状況にあると



 

認めた外郭団体に対し、経営改善に関する計画の策定の指導、当該計画の監視等の特別な措置を

行うものとする。 

 

(関連団体に対する指導及び調整等) 

第７条 関連団体を所管する局等の長は、所管する関連団体に対し、必要に応じて、指導及び調整

等を行うものとする。 

 

 (行財政局長への協議) 

第８条 外郭団体所管局長は、第 5 条第 1 項第 1 号ア、イ及びサ並びに第 2 項第 1 号ア、イ及びエ

に掲げる事項について、行財政局長に事前協議しなければならない。 

 

(協議の処理) 

第９条 前条の協議を受けた行財政局長は、軽微な事項である場合を除き、第 12条第 1 項に規定す

る調整会議に付議したうえ、外郭団体所管局長に対して意見を述べる等必要な調整を行うものと

する。 

 

第３章  経営評価及び経営計画 

(経営評価) 

第 10 条 条例第 12 条第 1 項に規定する経営の評価は、次の各号に定めるところにより実施する。 

(1) 外郭団体所管局長は、外郭団体に対し、次に掲げる経営実績に関する資料の提出を求める。 

ア 決算に関する資料 

イ 経営計画に対する経営努力の結果に関する資料 

ウ その他外郭団体所管局長が必要と認める資料 

(2) 外郭団体所管局長は、前号に掲げる資料等により経営実績評価を行い、その結果を行財政局長

に報告する。 

(3) 行財政局長は、前号の規定により外郭団体所管局長が実施した経営実績評価の結果について、

外郭団体所管局長と必要な調整を行ったうえで、調整会議に付議し、経営評価を確定する。 

(4) 外郭団体所管局長は、経営評価に基づき、所管する外郭団体を指導する。 

 

（経営計画） 

第 11 条 条例第 12 条第 4 項に規定する経営に関する計画は、次の各号に定めるところにより作成

する。 

(1) 外郭団体所管局長は、外郭団体が前条第 4号の指導内容を踏まえて作成した翌年度の経営計画

案について、当該団体と必要な調整を行い、行財政局長に提出する。 

(2) 行財政局長は、翌年度の経営計画の作成に資するため、外郭団体所管局長に対して、中長期的

な期間を対象とした経営計画案の作成を外郭団体に依頼するよう求めることができる。 

(3) 外郭団体所管局長は、前号により外郭団体が作成した中長期的な経営計画案について、当該団

体と必要な調整を行い、行財政局長に提出する。 

(4) 行財政局長は、第 1号及び第 3号の経営計画案について、外郭団体所管局長と必要な調整を行

ったうえで、内容に応じて調整会議に付議し、経営計画案に関する外郭団体への指導内容を確定

する。 

(5) 外郭団体所管局長は、外郭団体に対し、前号の指導内容に基づき、必要な修正を行ったうえで

経営計画を確定させるよう指導する。 

(6) 行財政局長は、確定した経営計画を公表するものとする。 



 

 

第４章  外郭団体総合調整会議の設置等 

(外郭団体総合調整会議) 

第 12 条 次条に掲げる事項について審議し、必要な調整等を行うため、京都市外郭団体総合調整会

議（以下「調整会議」という。）を置く。 

２ 調整会議は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長は行財政局長とし、副委員長は行財政局しごとの仕方改革推進室長をもって充てる。 

４ 委員長は調整会議を招集し、会務を総理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 委員は次に掲げる者とする。 

(1) 行財政局人事部長 

(2) 総合企画局市長公室政策企画調整部長 

(3) 条例第 13 条第 1 項に規定する外郭団体経営評価専門員 

７ 委員長は、必要に応じて、委員長が指名する者を臨時の委員とすることができる。 

８ 委員長は、委員以外の者を調整会議に出席させ、意見を聴くことができる。 

 

(調整会議の審議及び調整事項) 

第 13 条 調整会議は、次の事項について審議し、必要な調整等を行う。 

(1) 外郭団体の指定に関すること。 

(2) 外郭団体に対する指導及び調整等に関する統一的なルールの設定又は改廃に関すること。 

(3) 外郭団体の設立及び出資に関すること。 

(4) 外郭団体の合併又は解散に関すること。 

(5) 外郭団体の定款の重要事項の変更に関すること。 

(6) 外郭団体所管局長等から報告された経営評価の結果等に関すること。 

（7）その他外郭団体等の運営に関して、委員長が特に重要と認めたこと。 

 

第５章  情報公開等 

(経営状況等の公表) 

第 14 条 行財政局長は、毎年度、外郭団体の組織運営、事業の執行状況、経営状況等を取りまとめ

て公表する。 

 

(財務等の書類の閲覧) 

第 15 条 外郭団体所管局長は、次の各号に掲げる書類について、所管する外郭団体(株式会社を除

く。)に対し、主たる事務所に備え置き、閲覧に供するよう指導するとともに、本市情報公開コー

ナー等に備え置く。 

(1) 定款 

(2) 役員名簿 

(3) 社員名簿（社団法人のみ） 

(4) 役員の報酬及び退職金に関する規程 

(5) 事業報告書 

(6) 正味財産増減計算書 

(7) 貸借対照表 

(8) 財産目録 

(9) 事業計画書 



 

(10) 収支予算書 

２ 前項各号に掲げる書類を備え置く期間等は、次のとおりとする。 

(1) 前項第 1 号から第 4号までに掲げる書類は、最新の情報を常時備えて置く。 

(2) 前項第 5 号から第 8 号までに掲げる書類は、当該事業年度終了後、原則として 3 箇月以内に

備え、備えた日の年度から起算して 5 年間備えて置く。 

(3) 前項第 9 号及び第 10号に掲げる書類は、当該事業年度の開始後、原則として 3 箇月以内に備

え、翌事業年度の事業計画書及び収支予算書が備えられるまで備えて置く。 

３ 外郭団体所管局長は、所管する株式会社である外郭団体の財務等の書類について、前 2 項に規

定する措置に準じる措置を講じるものとする。 

 

(情報公開の推進及び個人情報の保護に係る指導) 

第 16 条 外郭団体等所管局長は、本市の出資等の率が 25 パーセント以上で、かつ、本市が単独で

筆頭の出資者である外郭団体等に対し、情報公開のための手続規程の整備等の情報公開の推進の

ために必要な措置及び個人情報の保護のための手続規程の整備等の個人情報の保護のために必要

な措置を講じるよう指導する。 

 

第６章 補則 

(調整会議の庶務) 

第 17 条 調整会議の庶務は、行財政局しごとの仕方改革推進室において行う。 

 

(委任) 

第18条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、行財政局長が定める。 

 

附  則 

この要綱は、平成 8年 10 月 1 日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成 12 年 4月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 13 年 4月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

附  則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

附  則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、決定の日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成 21年 4月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 24 年 4月 1 日から施行する。 
 附 則 

この要綱は、平成 26 年 4月 1 日から施行する。 
 附 則 



 

この要綱は、平成 27 年 7月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 29 年 8月 25 日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 30 年 1月 4 日から施行する。 
 附 則 

この要綱は、平成 30 年 8月 1 日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成 31 年 4月 1 日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和 2年 4月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 3年 4月 1 日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和 3年 10 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 4年 4月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 5年 7月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 7年 4月 1 日から施行する。 

 


